(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:防災航空センター基地機能強化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　防災課　防災航空担当　電話番号：058-385-3772　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：koku1@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：961千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　大規模災害時においては、当県の防災ヘリコプターだけでは捜索救助活動等が十分に行えないと考えられるため、緊急消防援助隊など他県の防災ヘリコプターの応援を要請することになる。
　東日本大震災では、岩手県の花巻空港に応援ヘリが集結しており、当県においては、防災航空センターに集結することを予定している。

　集結した応援ヘリを効率的に被災地へ派遣し、情報を収集・集約するための備品を整備することにより迅速な捜索救助活動を実施する。
(1) 被災地の情報収集・集約

　ヘリコプターの運航軌跡を自動的に記録する携帯ＧＰＳを応援ヘリに搭載することにより、迅速な情報収集・集約を行い、捜索救助活動を支援する。
(2) 第1事務所、第２事務所及びエプロンとの通信体制
　当県は、「若鮎Ⅰ」の駐機する第２事務所、「若鮎Ⅲ」の駐機する第１事務所と事務所が隔てられているため、災害時における通信体制を確保する。

	２　所要経費


　情報集約用パソコン（２台）　　　292千円
　ハンディＧＰＳ（７台）　　　　　375千円
　小電力トランシーバ（14台） 　  294千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　　６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　　　　　・地域では実施できない支援を推進する

	２　これまでの取組状況


　当県が被災した場合に迅速に対応できるよう、受援マニュアルを作成するなどソフトの整備は進んでいるが、防災航空センターを緊急消防援助隊の基地とする場合の受け入れ態勢についてはまだ不十分である。
	３　これまでの取組に対する評価


　阪神・淡路大震災、東日本大震災など広域的な災害には、当県の防災ヘリコプターも緊急消防援助隊として捜索救助活動に従事しており、被災者の救助に寄与している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
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	その他
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予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
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	0
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	0
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